
区分 № 事業名
交付金

対象事業費(円)
充当額（円） 評価指標 評価指標結果 総評 備考

1
産業融資あっせん事業（新型
コロナウイルス感染症対応借
換特別貸付）

69,521,849 51,886,000
あっせん件数に対
する融資実行率

融資実行率93%
（56件中52件）

資金繰りに苦しむ事業者に対
し、優良な資金を提供すること
ができた。

2
産業融資あっせん事業（新型
コロナウイルス感染症対応特
別貸付）

423,865,265 240,285,000
あっせん件数に対
する融資実行率

経営改善への効果があった
89.64％

資金繰りに苦しむ事業者に対
し、優良な資金を提供すること
ができた。

コロナ禍における
原油価格・物価高騰

対応分
3
キャッシュレス決済ポイント還
元事業

131,261,000 131,261,000
事業実施による区
内消費額の変化

・取引額
　期間前：約15億1,000万円
　期間中：約40億3,000万円
・取引額伸長率　　　　267％
・売上が増加した事業者の割
合（アンケート調査より）69.6％

物価高騰対策として、区民お
よび区内事業者の支援に繋
げることができた。

4
電力・ガス・食料品等価格高
騰支援給付金（給付費）

2,351,250,000 2,350,040,000

5
電力・ガス・食料品等価格高
騰支援給付金（事務費）

162,490,345 162,490,345

6
電力・ガス・食料品等価格高
騰支援給付金（給付費）

43,500,000 40,000,000 給付世帯数 1,351世帯

低所得世帯に対して給付金を
支給することで、物価上昇に
より家計が受ける影響を緩和
した。

低所得世帯支援枠

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の充当および効果検証について

通常分

給付世帯数 78,476世帯

低所得世帯に対して給付金を
支給することで、物価上昇に
より家計が受ける影響を緩和
した。

低所得世帯支援枠

電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援
地方交付金



区分 № 事業名
交付金

対象事業費(円)
充当額（円） 評価指標 評価指標結果 総評 備考

7
学校給食における食材購入
費に係る補助事業

130,145,177 120,000,000

令和５年度におけ
る学校給食費の
保護者負担の維
持

令和５年度における学校給食
費の保護者負担を、物価上昇
が生じる前の令和３年度と同
額に維持した。（小学校低学
年247円、中学年261円、高学
年280円、中学校333円）

食料品価格が上昇を続ける
中、保護者負担を従来から据
え置きとし、学校給食の安全
性の確保と必要な栄養価の
水準を維持することができた。

推奨事業メニュー分

8 施設等運営支援臨時給付金 395,404,834 360,000,000 給付施設数

1,245施設
（内訳）
○介護・障害者児サービス事
業所等879／対象941施設
○教育・子育て施設366／対
象367施設

未申請施設を除き、９割超の
社会機能維持に欠かせない
施設へ支給でき、物価上昇に
よる影響を緩和した。

推奨事業メニュー分

9
キャッシュレス決済ポイント還
元事業
（No.3の充当残）

648,370,807 256,951,000 推奨事業メニュー分

10 緊急経営支援特別貸付 88,293,124 70,000,000
あっせん件数に対
する融資実行率

融資実行率91%
（1,302件中1,189件）

資金繰りに苦しむ事業者に対
し、優良な資金を提供すること
ができた。

推奨事業メニュー分

11
生活困窮世帯エアコン購入費
助成事業

46,314,814 40,000,000 助成件数 助成件数　494件

エアコン購入費を助成するこ
とで、物価上昇の影響を強く
受ける生活困窮世帯を支援し
た。

推奨事業メニュー分

12 こども食堂等臨時支援金 1,951,100 1,500,000 支援件数 支援件数　13団体

物価上昇の影響を受けるこど
も食堂等に対して支援金を支
給することで、食事や見守りを
必要とする子育て家庭を支援
した。

推奨事業メニュー分

4,492,368,315 3,824,413,345

（No.3と同じ）

合計

電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援
地方交付金


